
平成 2 2 年(モ)第 4 号 仮処分異議申立事件

債権者:久木野憲司

債務者:長崎県公立大学法人

準備書面 (2) 

平成 2 2 年 8 月 1 0 日

長崎地方裁判所御中

債務者代理人弁護士福田浩

同 木下

同 野上恭

債権者第 1 準備書面に対する反論は，以下のとおりである。

第 1

1 ，第 1 lJ について

債権者は「本件の本訴(長崎地裁平成 2 1 年(ワ)第 745 号 地位確認

等請求事件)において，債権者が債務者に対して，乙 9 の議事録が恋意的な

割愛があることから正確な議事録の提出を求めたところ なお不正な議事録

が提出されたままであった。」と主張する。

しかしながら，乙第 9 号証は，調査内容と直接関係のないやりとりを

，<中略>J として割愛した部分は存するものの，第 9 回調査委員会議事録

の記録媒体について，当該事情聴取を行った本学応接室に債権者が代理人を

伴って入室してから，事情聴取が終了するまでの聞の内容をほぼ網羅的に反

訳したものである(同じ表現の繰り返し， 'あのーJ ，えー」などの間投調，

kuginokenji
ハイライト表示



口龍った部分，一度に複数の者が発言した場合の主たる発言者でない者の発

言などについては一部省略，簡略化)。また，乙第 24号証は，債権者が疎

甲第 1 0 号証 1 3 ページで，乙第 9 号証について r談笑している場面や世

間話をしている部分が削除された議事録」と述べていたので，乙第 9 号証の

r<中略>J 部分を補完したものである。なお，当初議事録を反訳する際に，

反訳者が記録媒体の音声を良く聴き取れず rユン」氏としていた「

氏の名前については，乙第 2 4 号証において修正している。

したがって，乙第 9 号証と乙第 24号証を合わせたものが，債権者が提出

した議事録(疎甲第 9 5 号証)であり，事情聴取の全体を網羅したものであ

る。

債権者は，本訴(平成 2 1 年(ワ)第 745 号 地位確認等請求事件)の

乙第 9 号証と疎甲第 9 5 号証の 1 行の字数が異なることに言及し，また， r債

務者大学は，乙 24 として，議事録の一部と思われる記録を提出しているが，

疎甲 9 5 とも乙 9 とも一致しない内容」と述べているが，前述のとおり，乙

第 24号証は乙第 9 号証の r<中略>J 部分であるので，両者が一致しない

のは言うまでもないが，乙第 24号証が，疎甲第 9 5 号証の 1 9 頁 (3 行目)

から 2 1 頁までと同じであることは双方を比較すれば一目瞭然である。疎甲

第 9 5 号証において「乙 9J より 1 行の字数が多いのは，単に，議事録の枚

数が増えないようにしたために過ぎない。

なお，同調査委員会の議事内容については，乙第 9 号証及び乙第 2 4号証

の提出あるいはこれら両方を合わせた債権者が承知している内容(疎甲第 9

5 号証)で十分に足りると考えるが，録音媒体の提出につき，裁判所からの

指示があった場合には，対応を検討する。

2 (1) r第 1 2 (1) J について

乙第 29"-'33 号証は，調査報告書別紙資料の一部であり，債権者も疎甲

第 112 号証として添付しているが これらは 債権者が言うような「よう

やく提出」したものでも「あわてて作成」したものでもなく，債務者は，本

訴事件(長崎地裁平成 2 1 年(ワ)第 745 号 地位確認等請求事件)の原

告第 1 準備書面において原告(債権者)からの求めがあったととから提出し
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たものである。

また，乙第 9 号証が r債務者大学に都合のいいように割愛」されたもの

でないことは，前項で述べたとおりである。

なお，乙第 29"'-'33 号証がどのような資料を確認して作成されたかは，

乙第 29"'-'33 号証中に明示されている。

(2) r第 1 2 (2) J について

債権者は「その判断根拠となる資料自体が何ら示されておらず，これら

の欠勤日とされる事実の存否，適否等について事後的な客観的検証が不可

能である。」というが，前項でも述べたように，中国渡航状況などの資料

である乙第 29"'-'33 号証には，内容を確認した根拠資料が示しであるし，

それらの根拠資料は，債権者が入手可能なものばかりである。

また，債権者がバイオラボ業務により平成 1 7 年度に 2 回，平成 1 9 年

度に 1 回休講をしたことは，調査委員会の事情聴取の際等において債権者

自らが認めているところであるし(疎甲第 9 5 号証， 2 3 頁) ，債権者は，

これまでは，補講を行っていなかったこれらについて「休講J と説明して

いた。債権者は，これらについてあたかも補講を行ったかのように主張す

るが，債権者は補講を行う場合に必要な学生支援課への届出は行っていな

しユ。

なお，債権者が r冬期休業中」として言及している平成 1 7 年 1 月 3

日 "'-'6 日及び平成 1 8 年 1 2 月 2 5 日"'-' 2 9 日の期間のうち， 1 2 月 2 9 

日 "'-'1 月 3 日は本法人においては年末年始の休日であるので勤務を要しな

いが，それ以外は勤務を要する日である(土・日を除く。)。従って債権

者についても平成 1 7 年 1 月 3 日及び平成 1 8 年 1 2 月 2 9 日は欠勤の対

象としていない。債権者は平成 1 7 年 1 月 4 日(火) "'-' 6 日(木)につい

てはバイオラボ業務による中国渡航が，平成 1 8 年 1 2 月 2 5 日(月)"，-，

2 8 日(木)についてはバイオラボ業務による国内出張(佐賀~東京~大

阪)が，それぞれバイオラボ社の出張伺や復命書などから確認されたので

欠勤と認定したものである。
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(3) ア 「第 1 2 (3)ア」について

平成 1 6 年 1 0 月 1 5. 1 6 日は 債権者がバイオラボ業務により熊本

市へ出張したとして債権者にバイオラボ社から交通費が支出され，これに

ついて長崎県産業振興財団へ補助金の実績報告がなされている。このうち

1 0 月 1 6 日は土曜日であり，本学の勤務を要する日ではないので欠勤扱

いにしていないが， 1 0 月 1 5 日を含む出張の行程は，バイオラボ社から

長崎県産業振興財団に提出された補助金実績報告書の添付書類である出張

報告書によると，

1 0 月 1 5 日(金) 長崎市 • 熊本市

熊本市泊

1 0 月 1 6 日(土) 熊本市 • 長崎市

となっている。債権者の主張によれば 1 5 日は夜間にバイオラボ業務での

会合が持たれたようであるし 当該出張報告書でも出張目的は「打合せJ

であり，バイオラボ業務による出張であることは明らかである。

なお，債権者から本学に対して 学会九州支部役員会出席のため

の出張伺いや復命書は提出されていない。

また，平成 1 7 年 3 月 9 日(水)は債権者が 3 月 9 日'" 1 0 日の行程

でバイオラボ業務により長崎市から福岡市へ出張したとして，債権者にバ

イオラボ社から交通費が支出され，これについて長崎県産業振興財団へ補

助金の実績報告がなされている。

債権者は r3 月 9 日は 1 6 時 3 0 分から島原市にある長崎県畜産試験

場にて大学と試験場の連携についての協議を県立大学放射線実験施設長の

立場で行って」と主張するが，債権者から本学に対して出張伺いや復命書

は提出されていない。

なお，債務者が債権者の欠勤を確認したのは，債務者が職務命令により

債権者に繰り返し兼業従事状況の記録等の提出を求めたものの，債権者が

これに従わなかったため やむを得ずバイオラボ社の破産事件の破産管財

人から適法に入手したバイオラボ社の出張伺いや復命書等の情報によるも

のであり，これらの情報は債権者が最もよく了解しているものである。
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イ 「第 1 2 (3)イ」について

① 平成 1 7 年 5 月 2 7 日(金)については，バイオラボ社の支出証拠書

類中の領収証(宛名は「久木野様J )から 債権者がバイオラボ社の関

係用務で福岡の宿泊施設に宿泊したことが明らかであるし，債権者から

本学に対して 学会参加に係る出張伺いや復命書は提出されてい

ない。

② 平成 1 7 年 9 月 2 9 日'"'-' 1 0 月 3 日については， 1 0 月 1 ， 2 日は土

・日であるから欠勤の対象とはしていないが，バイオラボ社の出張伺及

び復命書によると，この間の行程は，

9 月 2 9 日(木) 元船事務所から福岡へ社用車で移動

9 月 3 0 日(金) 福岡空港 • 羽田空港

機構，

1 0 月 1 日(土) 東京)

1 0 月 2 日(日)

羽田空港 • 福岡空港

1 0 月 3 日(月)

福岡から元船事務所へ社用車で移動

となっており 9 月 29 ， 3 0 日， 1 0 月 3 日に債権者がバイオラボ社

の業務により出張し，本学を欠勤していることは明らかである。なお，

これについても債権者から本学に対して出張伺いや復命書は提出されて

いない。

③ 平成 1 7 年 1 2 月 8 日'"'-' 1 2 月 1 0 日については，バイオラボ社の出

張伺及び復命書における用務は「 フォーラムへの参

加，資金調達の打合せ」となっており，その行程は，

1 2 月 8 日(木) 長崎事務所 (9 時発)から福岡へ社用車で移

動

福岡空港 • 羽田空港

(東京~つくば市)

センター
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筑波泊

1 2 月 9 日(金) (つくば市~東京)

羽田空港 • 福岡空港

福岡泊

1 2 月 1 0 日(士) (福岡~佐賀)

県弁護士会

(佐賀'"""')長崎事務所 (1 1 時着)

となっている。

当該出張についても 債権者から本学に対して出張伺い及び、復命書は

提出されていない。

④ 平成 1 8 年 1 月 26 ， 2 7 日は，用務は 学会への参加で

あると主張するが，バイオラボ社の復命書の用務は「 学会

への参加」となっているが，出張内容は「資金調達の打合せ，出資金振

込方法の取り決め，長崎研究事務所建築に関する空調設計打合せ」とな

っている。

また，これについても債権者から本学に対して出張伺いや復命書は提

出されていない。

なお，長崎市議会の「バイオラボ株式会社に対する企業立地奨励金交

付等に関する調査特別委員会J ，いわゆる百条委員会の報告書及び議事

録(乙第 3 5 号証)によると，平成 1 8 年 1 月 2 6 日には，午前 1 0 時

2 0 分に長崎市商工部の課長と担当者が元船町のバイオラボ社に債権者

を訪ね，バイオラボ社の事業に関連して面談を行っているし，バイオラ

ボ社の会議録によると 1 月 2 7 日には，五島町の 1

階会議室において，午後 3 時から取締役会が，午後 4 時からは臨時株主

総会が開催されており(乙第 3 1 号証) ，出張のほかにも 1 月 26 ， 2 

7 日の両日に欠勤があったことは明らかである。ちなみにバイオラボ社

の出張伺及び復命書によると，当該出張の行程は，

1 月 2 6 日(木) 長崎事務所 (1 3 時発)から フェリー(多
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比良~長洲)を利用して鹿児島へ社用車で移

動

学会

ホテル

1 月 2 7 日(金) 鹿児島から長崎事務所 (1 4 時着)へ社用車

で移動

となっており，出張の発着の時刻と出張前後のスケジュールとの聞に矛

盾はない。

⑤ 平成 1 8 年 7 月 3 日 '"'-'7 日については 7 月 3 日しか欠勤の対象として

いない。

バイオラボ社の出張伺いでは，この期間の出張行程は，

7 月 3 日(月) 長崎本社~ 長崎空港→中部国際空港 ~名

古屋市

7 月 4 日(火) 名古屋市~ 中部国際空港→長崎空港 ~長

崎市

であり，用務は「ファイナンス打合せ」となっている。

しかしながら，債権者も主張しているとおり 7 月 4 日に債権者の父

が亡くなっており， 7 月 4 日 '"'-'7 日については債権者から特別休暇(忌

引休暇)取得の申し出があったため特別休暇が付与されている。

なお，これに対するバイオラボ社における債権者の復命は，

7 月 3 日(月) 長崎本社 (1 3 時発)

株式会社

7 月 4 日(火)

7 月 5 日(水)

となっている。

株式会社

7/4天候不順のため航空機欠航。 7/5 に

新幹線で移動

⑥ 平成 1 8 年 9 月 7 日はバイオラボ社の出張伺い及び復命書によると，

以下のとおり中国渡航に引き続く行程となっている。

9 月 4 日(月) 長崎事務所 (1 0 時発)から福岡へ社用車で

移動
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9 月 5 日(火)

9 月 6 日(水)

9 月 7 日(木)

福岡空港 • 上海空港

銀行，嘉善事務所

建築現場事務所，長崎県上海事務所

上海空港 • 中部国際空港

三重県津市

大学

中部国際空港 • 福岡空港

福岡から社用車で長崎事務所 (2 2 時着)へ

移動

なお，用務は「建築打合せ，銀行情報収集，講演J ，出張内容は「建

築の打合せ，銀行融資とリースの情報収集，産業連携フォーラムでの講

演」となっている。

なお，本件についても，債権者から本学に対して出張伺い及び復命書

は提出されていない。

⑦ 平成 1 8 年 1 1 月 28 ， 2 9 日は，バイオラボ社の出張伺及び復命書

によると，当該出張の行程は，

1 1 月 2 8 日(火) 長崎事務所 (1 8 時)から福岡ヘ社用車で移

動

福岡泊

1 1 月 2 9 日(水) 局 委員会参加

となっている。

福岡から長崎事務所( 1 6 時)へ社用車で移

動

また，本件についても 債権者から本学に対して出張伺い及び、復命書

は提出されていない。

なお，債務者に，債権者のいう「長崎県から債務者大学を通じた依頼J

を行った事実はない。

⑧ 平成 1 9 年 5 月 1 5. 1 6 日は，バイオラボ社の出張伺及び復命書に

よると，当該出張の行程は，

5 月 1 5 日(火) 本社 (1 8 時発)から福岡へ社用車で移動
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ホテルロビーにて との打合せ

福岡泊

5 月 1 6 日(水) 九州支社， 銀行

福岡から本社( 1 9 時着)へ社用車で移動

となっている。

債権者が，本社(バイオラボ社)を社用車で 1 8 時に出発するために

は，遅くとも本学の勤務時間内である 1 7 時 5 0 分より前に本学を出て

バイオラボ社に向かわなければならない。従って， 5 月 1 5 日には，債

権者にはわずかとはいえ欠勤した時間が存する。

⑨ 平成 1 9 年 9 月 28 ， 2 9 日については， 2 9 日は土曜日であるから

欠勤の対象とはしていないが 9 月 2 8 日を含む出張の行程は，バイオ

ラボ社の出張伺及び復命書によると，

9 月 2 6 日(水) 長崎本社 (6 時 3 0 分発)から福岡へ自家用

車で移動

福岡空港 • 徳島空港

徳島空港 • 羽田空港

藤沢(神奈川県)泊

※この間に ， を訪れた

ものとして復命されている。

9 月 2 7 日(木) 本社，

羽田空港 • 福岡空港

福岡泊

9 月 2 8 日(金) 福岡から長崎本社 (1 3 時着)へ自家用車で

移動

ということになっており，用務・出張内容は「営業活動，事業提携打合

せ，松尚との事業打合せJ となっている。

なお，債権者から本学に対して 学会九州支部評議会出席のた

めの出張伺いや復命書は提出されていない。

⑩ 平成 1 9 年 1 0 月 12.13 日については 1 3 日は土曜日であるか

ら欠勤の対象とはしていないが， 1 0 月 1 2 日を含む出張の行程は，パ
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イオラボ社の出張伺及び復命書によると，

1 0 月 1 1 日(木) 長崎本社 (9 時発)から福岡へ自家用車で移

動

福岡空港 • 伊丹空港

大阪泊

1 0 月 1 2 日(金) 伊丹空港 • 福岡空港

，

福岡泊

1 0 月 1 3 日(土) 福岡から長崎本社( 1 2 時着)ヘ自家用車で

移動

となっており，復命書に記された用務・出張内容は「営業活動・事業打

合せ」となっている。

本件についても，債権者から本学に対して出張伺い及び復命書は提出

されていない。

債権者が， 1 0 月 1 2 日のバイオラボ業務終了後に 学会九州

支部へ参加していたとしても，何ら欠勤の事実が損なわれるものではな

い。

⑪ 平成 1 9 年 1 2 月 2 7 日を含む出張の行程は，バイオラボ社の出張伺

及び復命書によると，

1 2 月 2 5 日(火) 長崎本社 (8 時発)から長崎空港へ自家用車

で移動

長崎空港 • 羽田空港

東京泊

1 2 月 2 6 日(水) 東京 ~ 岐阜羽島 ~ 福岡
※この聞に を訪れたものとして復命

されている。

福岡泊

A
U
 

唱
E
E
A



1 2 月 2 7 日(木) 福岡

佐世保(長崎県立大学)

長崎本社 (1 5 時着)へ自家用車で移動

となっており，復命書に記された用務は「 ， と

の事業打合せ， を訪問営業J ，出張内容は「事業打合せ，営業，

事業状況報告」となっている。

債権者が本学佐世保校に立ち寄ったかどうかは確認できないが，債権

者がいうように，本学佐世保校へ立ち寄ったとしても，バイオラボ社の

業務の途中又は帰路に立ち寄ったものであり，債権者はバイオラボ社へ

戻っているものである。

なお，理事長は債権者に対し，事業報告を 1 2 月 2 7 日に行うよう求

めたこともないし，当日，理事長は丸 1 日年次有給休暇を取得しており

大学には不在であった。

また，本件についても，債権者から本学に対して出張伺いや復命書は

提出されていない。

⑫ このように，バイオラボ社等の記録から債権者の欠勤は明らかである

し，仮に債権者がバイオラボ社の出張の合間に，本学用務と関連がある

ような何らかの用務を行っていたとしても，欠勤の事実自体が損なわれ

るものではない。

なお，出張等の記録に残されていない本学の勤務時間中における債権

者のバイオラボ社での勤務(決裁その他の社長用務)も相当程度行われ

ていたことが容易に推測されるが，現在において債務者にはそのことを

確認できる術もないし，それについてまで問うている訳ではない。ただ，

情報を知り得た記録等から確認できるものだけを問題にしているに過ぎ

ない

債権者には，自ら兼業の実態を明らかにする義務があったし，債務者

は，債権者に対し再三にわたって勤務実態を明らかにするための記録等

の提出を求めたが，債権者はこれに応じなかった。

ウ 「第 1 2 (3) ウ」について

そもそも債務者は，債権者が欠勤日でないと主張する日の全てについて
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丸一日欠勤だ、ったとは言っておらず，従前から欠勤があった(わずかな時

間でも欠勤時間があった)日として債権者に示している(疎甲第 8 1 号証)。

そのうえで以下のとおり反論する。

① 平成 1 8 年 1 1 月 2 8 日(火)の出張については，前記「イの⑦J で

述べたとおりであるが，債権者が，長崎事務所(バイオラボ社)を社用

車で 1 8 時に出発するためには，遅くとも本学の勤務時間内である 1 7 

時 5 0 分より前に本学を出てバイオラボ社に向かわなければならない。

従って， 1 1 月 2 8 日には，債権者にはわずかとはいえ欠勤した時間が

存するものである。

② 平成 1 9 年 1 1 月 2 1 日についても，上記①と同様に，債権者がパイ

オラボ業務により，バイオラボ社を 1 8 時に出発して出張を行っている

ことによるものである。

なお，バイオラボ社の出張伺及び復命書によると当該出張の行程は，

1 1 月 2 1 日(水) 長崎本社 (1 8 時発)から福岡へ社用車で

移動

1 1 月 2 2 日(木)

福岡 • 鹿児島 →(フェリー)→奄美

大島

1 1 月 2 3 日(金・祝) 研究所

奄美空港 • 鹿児島空港 • 福岡空港

福岡から長崎本社 (2 3 時着)へ社用車で

移動

となっており，用務は rChina Bio Labo の運営に関する打合せ，実

験動物の入手」となっている。

③ 平成 2 0 年 1 月 24 日(木)については バイオラボ業務により長崎

本社から福岡への移動が行われているが 2 1 時から行われたものであ

った。当該 r2 1 時」については，乙第 3 0 号証にも記載しているとお

りである。従って，確認段階での計上の誤りである。

なお，当該日については，別件における賃金返還の対象とはしていな

しミ。
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④平成 1 7 年 1 0 月 2 6 日については バイオラボ業務による出張によ

り福岡から長崎事務所への移動が行われている。

バイオラボ社の出張伺及び復命書によると，当該出張の行程は，

1 0 月 2 0 日(木) 長崎事務所~ 福岡空港→浦東空港 ~嘉善

事務所(中国)

嘉善泊

1 0 月 2 1 日(金) 嘉善事務所(中国)，，-， 浦東空港→福岡空港

福岡泊

1 0 月 2 2 日(土) 博多駅→京都駅

ホテル

京都泊

1 0 月 2 3 日(日) ホテル

京都駅→博多駅

福岡泊

1 0 月 24 日(月) 福岡空港→羽田空港

東京泊

1 0 月 2 5 日(火)

羽田空港→福岡空港

福岡泊

1 0 月 2 6 日(水) 福岡~長崎事務所

となっており，用務は rChina Bio Labo の管理事務等(嘉善) ，人

事情報の収集(京都) ，ファイナンス活動(東京) J となっている。

なお， 1 0 月 2 6 日については，欠勤した時間が存するものとして認

定はしているが，福岡から長崎事務所へ移動していた時間帯又は長崎事

務所に存した時間帯が特定できなかったため，別件における賃金返還の

対象とはしていないものである。

⑤ 平成 1 9 年 7 月 9 日は，バイオラボ業務により を訪問し

た後，福岡から長崎本社へ戻ってきているものであるが，バイオラボ社

の出張伺及び復命書によるとその行程は，
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7 月 7 日(土) 長崎本社 (7 時発)から福岡へ社用車で移動

福岡空港 • 上海空港

中国研究所

嘉善泊

7 月 8 日(日) 中国研究所

上海空港 • 福岡空港

福岡泊

7 月 9 日(月)

福岡から長崎本社 (1 8 時着)へ社用車で移

動

となっており，用務は「建築及び人事の打合せ」となっている。

エ 「第 1 2 (3) エ」について

債権者は，債務者から兼業従事許可を与えられた者として，自らの兼業

の実態を明らかにする義務があったし，自発的に明らかにすべきであった

が，途中から，実態、の解明のための手続きを拒否するようになり，ついに

は債務者の記録等の提出の要求等に一切応じなくなったものである。

債権者は r懲戒処分の初期段階から，明確に具体的日時と理由を示され

ていない以上手続きとして違法であることはもちろん，債務者は債権者に

防御の機会を意図的に与えず不存在の事実で処分するという違法を犯して

しまっているのである。」と主張するが前記「ア~ウ」その他で引用した

バイオラボ社の出張伺や復命書は債権者自身の記名押印及び決裁があるも

のであるし，以下のような債務者職員と債権者の面談等により，債権者は，

問題とされている自らの非違行為の具体的内容を知っていた，文は知り得

る状況にあったのであり，債権者には弁明・防御の機会は十分に与えられ

ていたから，懲戒処分は適法に行われたものである。

① 平成 2 0 年 1 0 月 2 9 日(水) 債務者職員と債権者が面談

[面談内容]

・バイオラボ業務による中国渡航の頻度，手続き

・バイオラボ社役員会等出席の際の手続き など

[債権者回答]
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-中国へは事業の節目に渡航。通常は土日の 1 泊 2 日又は日帰り

・取締役会が平日にあった場合は，手続きはせずに自分なりに勤

務振替など

② 平成 2 0 年 1 1 月 2 5 日(火) 債務者職員と債権者が面談

[面談内容]

・中国渡航ほか

[債権者回答]

-日時は記憶していない。自宅のメモ等で確認する。

・パスポートは最近のものしかなく，以前の記録がない。

③ 平成 2 0 年 1 2 月 3 日(水) 債務者職員と債権者が面談

[面談内容]

・中国渡航ほか

[債権者回答]

-パスポートは更新しており，以前のパスポートはないので確認

できない。

-自宅の手帳等を調べたが確認、できなかった。

バイオラボのパソコンは処分(売却?)するため初期化されて

おり，スケジュール等の確認ができない。

-破産管財人にバイオラボ社への立入許可を求めており，許可が

出ればバイオラボ社にある手帳 (2 0 年度)で確認できるかも

しれない。

④ 平成 2 0 年 1 2 月 5 日(金) 債務者職員と債権者が面談

[面談内容]

・中国渡航ほか

[債権者回答]

-最近で中国渡航を確認できるのは，平成 2 0 年 6 月 1 3 日(金)

と平成 2 0 年 9 月 1 8 日(木)であり，いずれも 1 泊 2 日であ

った。

⑤ 平成 2 0 年 1 2 月 1 9 日(金) 債務者職員と債権者が面談

[面談内容]
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-債務者職員から債権者に対して，法務省入国管理局に「出帰国

記録調査書」の開示請求を依頼

⑥ 平成 2 1 年 1 月 8 日(木) 債務者職員と債権者が面談

[面談内容]

・中国渡航，国内出張状況など

[債権者回答]

・会社の書類は自分の手元にない。破産管財人が全て管理してい

る。

-手帳とパソコンでスケジュール管理していたが，以前の手帳は

今はない。 1 年ごとに破棄している。

-法務省入国管理局からの「出帰国記録調査書」の開示は 3 週間

から 4 週間かかる。

-昔のパソコンの記録は来週探す。

-県外出張は，年に 1 0 回くらいだと思う。

⑦ 平成 2 1 年 1 月下旬頃債務者職員と債権者が面談

[面談内容]

・債権者から債務者に対して，法務省入国管理局から開示された

「出帰国記録調査書J (写) (平成 1 7 年度'"'"' 1 9 年度分)が提

出された(乙第 3 6 号証)。

※なお，提出された「出帰国記録調査書J (写)の手書き部分

(出国日，帰国日の曜日)は，債権者自らが記入したもので

あるが，これは債権者が，自身の中国渡航が本学の勤務を要

する日であったか否かを確認するために記入したものであ

り，債権者が土・日以外(の本学の勤務時間中)にバイオラ

ボ業務に従事することが，兼業従事許可に違反することを認

識していた証左に他ならない。

③ 平成 2 1 年 3 月下旬頃債務者職員と債権者が面談

[面談内容]

・債権者から債務者に対して í法務省入国管理局」から開示され

た「出帰国記録調査書J (写) (平成 2 0 年度分)が提出された
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(乙第 3 7 号証)。

⑨ 平成 2 1 年 4 月 24 日(金) 債務者職員と債権者が書類調査

[調査内容]

・債務者職員が債権者とともに，債権者のバイオラボ社での勤務

状況を確認するために，同社の書類を管理している破産管財人

弁護士事務所を訪問した。

しかしながら，主な関係書類は県議会に貸し出されており，バ

イオラボ社での債権者の勤務実態は把握できなかった。

⑩ 平成 2 1 年 5 月 1 5 日(金) 債務者職員と債権者が面談

[面談内容]

・債務者職員から債権者に対して 法人理事長名による「記録等

の提出についてJ と題した公文書を手交(乙第 6 号証)

⑪ 平成 2 1 年 6 月 3 日(水) 債務者から債権者に対して「記録等の

提出」について郵送で督促

⑫ 平成 2 1 年 6 月 8 日(月) 債務者職員と債権者及び債権者代理人

[面談内容]

・記録等の提出について

[債権者回答]

が面談

・記録等の提出要求があったが，提出できない旨主張

⑬ 平成 2 1 年 6 月 1 0 日(水) 債務者から債権者に対して「記録等

の提出」を文書で 2 度目の要求(乙

第 7 号証)

⑭ 平成 2 1 年 6 月 2 3 日(火) 債権者から債務者に対する「記録等

の提出」をしない旨の回答文書を受

理(乙第 1 5 号証)

⑬ 平成 2 1 年 6 月 3 0 日(火) 債務者から債権者に対して「記録等

の提出」を文書で 3 度目の要求(乙

第 8 号証)

⑬ 平成 2 1 年 7 月 1 0 日(金) 債権者から債務者に対する「記録等
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の提出」をしない旨の回答文書を受

理(乙第 1 6 号証)

⑫ 平成 2 1 年 7 月 1 7 日(金) 債務者から債権者に対して I再三の

請求にもかかわらず記録等が提出さ

れなかったため，これを踏まえて今後

の対応を行う」旨を文書で通知(乙第

1 7 号証)

なお，債務者(債務者職員)と債権者は，上記のほか別紙のとおり債権

者のバイオラボ業務への従事状況についてやり取りをしている。従って，

債権者は，懲戒の対象となった具体的事実を当然知っていた，又は，知り

得る状況にあったものである。

また，懲戒規程に基づく弁明の手続きの際に，長崎県立大学教育研究評

議会議長から債権者へ通知した「久木野教授の兼業従事許可等に関する事

実についてJ (乙第 4 号証)において，確認資料名を明記しており，債権

者は，懲戒の対象となる事実を十分に認識できていたものである。

その証拠に，平成 2 1 年 9 月 1 5 日の懲戒処分書交付後における債権者

と債務者職員の電話のやり取りの中で，債権者が(欠勤の事実を) I何で確

認したのか」と問われた債務者職員が， I適法に情報を入手した。」と回答

したところ，即座に「破産管財人しか(情報を)持たないはずである。ど

うしたのか破産管財人に確認する。」と答えたことからも明らかである(乙

第 3 8 号証)。

また，債権者は，膨大な欠勤の事実を無視し，ごく一部の出張について

あたかも本学用務であったかのように主張するが，これら一部の出張にお

いても実態は前述したとおりである。

また，債権者は，現段階に至って初めて，過去の出張のスケジュールに

ついての主張を始めているが，債権者は，平成 2 0 年 1 2 月から 2 1 年 1

月の聞に行った面談の際には「以前の手帳は今はない。 1 年ごとに破棄し

ている。」などと，以前の勤務実態について説明できない旨を述べていた。

債権者が，第 1 準備書面において，何を基に過去の行動記録を述べてい

るかは不明であるが，もし，何らかの備忘記録等が今も存在するのであれ
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ば，欠勤の事実を隠蔽しようという意図が債権者にあったことの証左であ

る。

本来，バイオラボ社における兼業の実態については，債権者本人が一番

知悉していることであるし，バイオラボ社社長である債権者は，関係書類

についても自ら提示しようと思えば可能だ、ったはずである。

債権者にはバイオラボ社における兼業の実態について明らかにする義務

があったし，債務者は，再三にわたって記録等の提出を求めてきたが，債

権者は全く応じなかった。

(4) I第 1 2 (4) J について

懲戒処分の対象となった行為の詳細については，平成 2 1 年 9 月 7 日の

「久木野教授の兼業従事許可等に関する事実について」により債権者に明

示している(乙第4 号証)。

(5) I第 1 2 (5) J について

債務者大学は r長崎県公立大学法人文書取扱規程」に基づき適正に文

書を管理している。

3 I第 1 3J について

懲戒規程は，法人職員の懲戒処分を行う際の事務手続に関する規程が無か

ったため，平成 2 1 年 3 月 2 5 日の教育研究評議会で審議されたうえで制定

され，追って平成 2 1 年 4 月 2 1 日に開催された看護栄養学部教授会で「疎

甲第 115 号証J のとおりその旨が報告された。

なお，債権者に対しては，債権者本人から「懲戒規程をいただきたい」旨

の要求があったため，特に平成 2 1 年 4 月 2 7 日又は 2 8 日頃に説明を行っ

ている(疎甲第 118 号証及び 乙第 3 9 号証)。

懲戒規程制定前においては，本法人の就業規則に基づき，事情聴取や弁明

機会の付与をすることなく懲戒処分を行うことも制度上は可能であった。

債務者は，法人化以前に適用されていた教育公務員特例法の趣旨を尊重し，

事情聴取や弁明機会の付与などを規定した懲戒規程を新たに制定したもので

ある。
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懲戒規程を制定したのは，規程が整備されていなかったからであり，当該

規程は，全教員に適用されるものである。債権者のいうように「県議会の圧

力に屈し，大学の自治をかなぐり捨てて，平等原則に違反した狙い撃ちを画

策した」ものではない。

4 1第 1 4J について

本学の教育研究評議会議事録は，適正に作成されたものであり，同様の形

式でホームページ上に公表している。

調査委員会の反訳が恋意的なものでないことは これまでに述べたとおり

である。

5 (1) 1第 1 5 (1) J について

調査委員会は，調査報告書に記載のとおり 1 0 回開催している(疎甲第

112 号証)。

調査委員会の議事内容については，調査委員会の会議次第を「乙第40 号

証の 1 ないしれとして提出する。

なお，第 8 回調査委員会については，事情聴取の際の代理人の同席及び日

程の変更について債権者及び代理人からの申し出があったことに関し，急速

調査委員会で協議し，対応についての確認を行ったものであるから，会議次

第は作成していない。

また，第 9 回調査委員会については，事情聴取であったため会議次第は作

成していない。

調査委員会開催の通知は，法人職員から各委員に対し 口頭または電話に

より行われた。

(2) 1第 1 5 (2) J について

債権者は 19 月 1 日の調査委員会の時点まで懲戒処分に値する何ら具体

的事実もないままに・・・」と主張するが，債務者は バイオラボ社の破綻

以降，債権者からの提出資料やバイオラボ社破産管財人が保管していた資料

などにより， 9 月 1 日には債権者の非違行為についてほぼ全容を把握してい

-20-



た。

第 7 固までの調査委員会では，このような資料に基づく調査や検討，対応

協議等を行ったものである。

調査委員会は，平成 2 1 年 8 月 3 1 日の第 7 回調査委員会までにおいて，

債権者の兼業従事許可違反や無断欠勤，職務命令違反の事実について確認を

行い，そのうえで債権者の事情聴取を翌 9 月 1 日に行うことを決定したもの

である(乙第 40 号証の 7) 。

なお，調査報告書(疎甲第 112 号証)はこれらの手続の結果を，最終的

に整理し，取りまとめたものである。

(3) I第 1 5 (3) J について

債権者の中国渡航については，既に平成 2 0 年の秋から債務者職員から債

権者へ事実確認のための聴き取りや資料の提出依頼などを行っていたし，調

査委員会の事情聴取までの聞には 債務者職員が債権者と，債権者のバイオ

ラボ業務への兼業従事の件に関して幾度となくやり取りを行っていたことは

前述のとおりである。

平成 2 1 年 9 月 1 日の調査委員会の時点では，債権者のバイオラボ業務へ

の兼業従事の実態について整理した資料があったし，債権者が兼業従事の際

に勤務時間の振替手続きをしていなかったことなどについては，既に委員全

員が承知していた。調査委員会は債権者の欠勤等を問題として十分に把握し

ていたのであり，また，事情聴取のなかで，債権者が債務者の依頼で提出し

た「出帰国記録調査書」の海外渡航実績が，全て中国であるかどうかの確認

を行うなど必要な質問をし，債権者から必要な回答を得ている。

(4) I第 1 5 (4) J について

本準備書面「第 1 2 (5) J 及び「第 1 5 (1) J で述べたとおりであ

る。

(5) I第 1 5 (5) J について

「乙第 2 3 号証の 1 J は，平成 2 1 年 9 月 7 日の 1 5 時から 1 6 時 5 0 分
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において開催された第 1 0 回教育研究評議会議事録 I乙第 2 3 号証の 2J

は，平成 2 1 年 9 月 1 0 日の 1 1 時から 1 1 時 45 分において開催された第

1 1 回教育研究評議会議事録であり，本準備書面「第 1 の 4J で述べたとお

り，債務者大学のホームページ上に公表しているものである。

6 I第 1 6J について

債権者は I債権者は懲戒の対象とされている具体的事実が示されないま

ま推測で弁明書を作成した」などと主張するが，事実はそうではないことは

明らかである。

債務者は，事前に通知書及び添付書類 2 ページ(疎甲第 7 8 号証)により

弁明対象を明示したし，その結果，債権者から債務者に提出された弁明書(疎

甲第 7 9 号証)は，兼業従事許可違反，無断欠勤，職務命令違反の全てにつ

いて言及したものとなっている。このように 債権者は懲戒対象事由を十分

に理解，認識していた。

なお，債権者の引用する裁判例は，本件とは事例の異なる案件である。

7 I第 1 7J について

職員の懲戒等に関する規程は I事情聴取」に慎重を期すために設けられ

たものではなく，教員の懲戒処分を行う際に慎重を期すために調査委員会を

設置すること及び調査委員会が対象教員から事情聴取することを定めたもの

である。

事情聴取の手続方法については，調査委員会の裁量に委ねられている。

8 I第 1 8J について

債務者が債権者に記録等の提出を求めたことについて 債権者は「債権者

は何ら適法な根拠規定を明示されたことはない」と主張しているが，それが

事実と異なることは，乙第 6 号証及び乙第 7 号証にその根拠を記載している

ことからも明らかである。

なお，債務者は，債権者に限らず，必要と認められる場合には，兼業規程

に基づいて兼業の実施状況の報告を求めるのであるから，平等原則には反し
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ない。

9 r第 1 9J について

債権者から債務者に対し，兼業従事許可違反，無断欠勤，職務命令違反の

全てについて言及した弁明書(疎甲第 7 9 号証)が提出されたことについて

は，本準備書面「第 1 の 6J で述べたとおりである。また，債権者が，懲戒

の対象となった非違行為についての具体的事実を知悉していたことについて

は，本準備書面「第 1 2 (3)エ」で詳述したとおりである。

また，弁明の期日等について，債権者は， r時間的余裕は一切なかった。」

「債権者は応じざるを得なかっただけであり，了解したことは一度もない。」

などと主張しているが，事実は次のとおりである。

平成 2 1 年 9 月 2 日に，債務者職員 2 名が債権者の研究室を訪れ r9 月 9

日か 9 月 1 0 日に本件に係る債権者の弁明の機会を設定したい。正式には 9

月 7 日に文書で、通知する」旨を口頭で伝達していた。その際，債権者もそれ

を了解し，そのうえで念のためメールでも送付するよう債務者職員に求めた

ため，債務者職員は，同日 (9 月 2 日) 1 9 時 44 分に債権者に対してメー

ルの送信を行い，債権者本人も翌日 (9 月 3 日) 1 1 時 5 3 分に「了解しま

した」と返信している(乙第 4 1 号証)。

債務者職員は，債権者に対して「出席しなければ権利放棄と看倣す」とい

うことは一切言っていないし，同様の趣旨を態度で示してもいない。このこ

とは「乙第 4 1 号証」のメールの内容からも明らかである。

なお，平成 2 1 年 9 月 7 日付の本学教育研究評議会議長から債権者に対す

る弁明についての通知書の中に「・・・・場合には 弁明を放棄したものと

見なしますので，念のため申し添えます。」と記載していることは事実であ

る(疎甲第 7 8 号証)。

また，懲戒処分を行う時期については，平成 2 1 年 9 月 1 7 日に開催され

た長崎県文教厚生委員会において太田参考人(債務者法人理事長)が「後期

の授業・実験に対応するためには，遅くともこの時期にしなければならなか

った」と述べているとおりであり(疎甲第 117 号証「県議会議事録J 3 2 

頁) ，教育研究評議会も同様に，そのことを考慮したうえで弁明の日程を決
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定したものである。

債権者は，しきりに長崎県政界の影響についての主張をするが，そのよう

なものは断じてない。

債権者は，自らの主張を正当化するために，本件処分があたかも政治的意

味を持つものであるかのような主張をしているに過ぎない。

10 (1) r第 1 10 (1) J について

債権者は「これまで債務者が交付したと主張する兼業許可書の交付を受け

た記憶がなかったことから交付を受けたものと勘違いしこれまで探していた

が，結局見つからず，債務者大学において兼業許可を受けた藤沢等教授に確

認したところ，同教授も兼業許可なるものの交付は受けていないとのことが

判明し，債務者が交付したと主張する兼業許可書なるものの交付がなかった

ことが明確になった。」と主張する。

しかしながら，債権者は，これまでに自分自身が県の時代の営利企業等従

事許可書や法人化後の兼業従事許可申請書を証拠として提出し，兼業の許可

があったことを前提とした主張をしていたし，債務者が兼業従事許可書の写

しを証拠として提出した際にも何ら反論を行わなかったにもかかわらず，確

かな証拠に基づく訳でもないのに今になってそのようなことを主張すること

は不合理である。

債権者自らが兼業従事許可申請を行っておきながら r兼業許可書が交付

されていないので，兼業許可要件に拘泥することなく自由に兼業ができる。」

というのは，非常に身勝手で不合理な主張である。

また，兼業従事許可書を「探したが見つからない」という理由で，自分が

それを処分したり紛失した可能性を微塵も疑うことなく「交付を受けていな

い」と直ちに結論付けていることも不合理である。

債権者は，間違いなく債務者から兼業従事許可書の交付を受けていた。

現時点において債権者が身の回りを探しても兼業従事許可書を見つけるこ

とができないのは，債権者に交付された兼業従事許可書は，債権者が本学の

自分の研究室に営利企業等従事許可申請書(疎甲第 43 号証)や法人化当時

の兼業規程と一緒に自ら保管していたものを，平成 2 1 年 1 0 月 9 日に長崎
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県浦上警察署の司法警察員が，債権者の「詐欺，地方自治法違反」被疑事件

で債権者の研究室内を家宅捜索した際に ファイルごと押収されているから

である。

債務者は，押収された「兼業従事許可書」等について警察から写しの交付

を受けたので，押収品目録交付書とともに提出する(乙第 4 2 号証，乙第

4 3 号証の 1 ないし 7 )。

なお，疎甲第 120 号証の本学 教授の陳述書については，事実に反す

ることが多々述べられている。

そもそも営利企業等従事許可及び兼業従事許可については本人の申請に基

づくものである。

教授は I法人化後の兼業許可証は，私も見たことはありません。当

然に受け取ったこともありません。」と述べているが，同教授は平成 1 8 年

度から債務者に兼業従事許可申請書を提出しており，この申請に基づき，債

務者はその都度兼業従事許可書を交付している。債権者とは異なり，同教授

は，兼業に従事する時間を土曜， 日曜や本学の勤務時間外である 1 8 時以降

として申請していたため，債務者は，そのことを前提に「勤務時間の割り振

り 不要」として兼業従事許可書を交付している(乙第 44 ， 45 号証)。

従って，このような兼業従事形態であれば同教授が「振り替えの手続きを行

ったことがないJ というのは いわば当然のことである。

また，同教授は「久木野教授の懲戒処分事件が起きてから初めて事務局長

に呼び出されました。県議会で問題となった平成 2 0 年の 1 0 月頃で，

局長の時代です。」などと述べているが，平成 2 0 年 1 0 月のシーボルト校

事務局長は であるし， 事務局長の時代(平成 17'"'"'19 年度)

にはバイオラボ社はまだ破綻していないので，話の内容自体が矛盾するもの

である。このように，同教授の陳述は非常に暖昧な記憶に基づく極めて不正

確なものである。

また，債権者の rp c画面キャプチャーファイル」以下のくだりは I兼

業許可書なるものの交付がなかったJ という主張を前提とした不合理な主

張に過ぎない。

本法人においては，兼業に従事しようとする者が兼業従事許可申請を行つ
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て理事長の承認を受け，兼業許可書の交付を受けなければ，そもそも兼業に

従事すること自体ができないのに，債権者のように，兼業に従事していたこ

とを前提としながら，申請書も提出していないし兼業従事許可書も受け取っ

ていない，というのは，極めて不自然かつ不合理な主張である。

なお， rp c画面キャプチャーファイルJ に表示される日時は，パソコン

に内蔵された時計の日時に基づくものであり，誰でも簡単に希望の日時を表

示できるものであることを指摘しておく。

また，債権者は，毎年度，債務者に対し，従事する時間を「平日 3 時間程

度，土日祝日は終日」などと記載した兼業従事許可申請書を提出し，債務者

は，その都度「勤務時間の割り振り 要J ， rやむを得ず，勤務時間内に上

記団体業務に従事する場合は 勤務時間の振り替え申請が必要である。」と

付記し，兼業従事許可書を債権者に交付のうえ兼業従事を許可していたが，

その際や折に触れて，債務者職員は債権者に対して，勤務振り替えの必要性

や服務関係手続の徹底を行うよう指導していた。

なお r本訴事件による乙 8 r疎甲第 112 号J J に手書きで r※勤務

時間内であれば勤ム時間の振り替えをする様依頼済」とあるのは，まさに債

務者職員が，備忘記録として兼業従事許可書の写しに記したものであり，債

権者に対して指導していた証拠そのものである。

なお，他大学における兼業許可書の存在については不知である。

(2) r第 1 10 (2) J について

債権者は，毎年度，債務者に対し，従事する時間を「平日 3 時間程度，土

日祝日は終日」などと記載した兼業従事許可申請書を提出し，債務者は，そ

の都度「勤務時間の割り振り 要J ， rやむを得ず，勤務時間内に上記団体

業務に従事する場合は，勤務時間の振り替え申請が必要である。」と付記し，

兼業従事許可書を債権者に交付のうえ兼業従事を許可していた。 r勤務振替

を求めなかった」ものでは決してないし，債権者は，許可条件を道守し，勤

務振替を行う義務があった(疎甲第 44 ないし 47 号証，乙第43 号証 1 な

いし 4) 。

債権者が「債権者が債務者職員から，勤務振替の必要性や服務関係手続の
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徹底を行うよう指導を受けたという事実はなく，そのような指導を裏付ける

証拠も提出されていない。」と主張するのは，債権者第 1 準備書面における

「兼業許可書なるものの交付がなかった」という主張を前提とした虚偽の主

張である。

債権者が間違いなく兼業従事許可書の交付を受けていたことは，上記(1)

で述べたとおりであり，債務者は，平成 1 8 年 4 月 2 1 日付及び平成 1 9 年

4 月 2 6 日付の「兼業申請及び勤務時間の割り振り承認申請について」の通

知文によりその手続の必要性について全教員に周知するなど，適宜の指導を

行っている(乙第 4 6 , 4 7 号証)。また，債務者は，兼業従事許可書を交

付する際や折に触れて，債務者職員から債権者本人に対して，勤務時間の振

替の必要性や服務関係手続の徹底を行うよう指導してきでいる。例えば，平

成 1 7 年 9 月のバイオラボ社中国研究所の起工式に際しては，債権者が中国

渡航することや兼業従事期間が長く勤務日の振替ができないことが明らかで

あったため，債務者職員から債権者に対して年次有給休暇の取得を指導し，

その際債権者は 5 日間の年次有給休暇を取得している。

なお，債権者は，債権者の学外活動の中で「債務者大学が承知していた

かあるいは知っていた事例」をいくつか挙げているが，県や中国総領事館等

への訪問で大学役職者が同伴しているものについては，当時，大学発ベンチ

ャーの起業について，本学教員が関わっていたことに鑑み，大学教員として

の立場にも考慮し，勤務の振り替えについては言及しなかったものである。

債権者が，このような特殊な時期の特殊な行動を例に挙げて「勤務時間の

振替の指導がなかった」というのは不当である。

債務者が勤務時間の振り替えの指導を行っていたのは前述のとおりであ

り，債権者自身に振り替え手続きを自ら適正に行う義務があったのに，これ

を怠っていたものである。

(3) í第 1 10 (3) J について

債務者が債権者に「勤務時間の割振り状況報告書J (疎甲第 82 ， 8 3 号

証)の提出を要請した事実はない。

債務者が債権者に繰り返し求めていたのは，事前の勤務時間の振替申請手
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続きであって，まとめて事後的に行うような振替報告書の提出ではない。

債権者の言う「そもそも債権者のような兼業従事者」とはどのようなこと

を指して言っているのか不明で、あるが，債務者は，兼業従事の際に使用する

「勤務時間の割振り承認申請書」の様式を定めて各教員に示していた(乙第

46 , 47 号証)。

事前の振替申請を適正に行うのであれば，本学の勤務時間内において兼業

へ従事する予定が事前に明確になった時点でその都度申請すれば良いのであ

るから，所定の様式での申請で十分に事足りるものである。

債権者が兼業従事許可書を受け取っていること及び債務者が勤務時間の振

り替えの指導を行っていたことは，本準備書面「第 1 10 (1), (2) J で述

べたとおりであり，債権者は勤務振り替えの手続きを自ら適正に行う義務が

あったのにこれを怠っていたため，債務者は債権者の非違行為の事実を長期

間知らなかったのである。

(4) r第 1 10 (4) J について

債務者は，債権者の兼業従事許可申請に基づ、いて兼業従事許可を行ったも

のであり，債権者は，当該兼業従事許可の条件を遵守して兼業に従事する義

務があった。

債権者のいう「勤務時間については柔軟に対応することを取り決めた発言

があったJ 事実はない。

債権者の主張は，兼業の許可条件を道守しないで兼業業務に従事したこと

が発覚した後の言い訳に過ぎない。

11 (1) r第 1 11 (1), (2)J について

兼業に関する労働時間の管理は，兼業への従事は基本的に勤務時間外に行

うこと，もし勤務時間内に行う必要がある場合は，事前の本人からの振り替

え申請とそれに対する許可によって行っているものである。

債権者は，とのような管理の下で，就業規則等に基づいて勤務することは

当然の義務であった。

債権者の主張は，あたかも法人の規程を遵守する必要がなかったというよ
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うな内容であるが，法人職員が，法人の規程を遵守する義務があるのは言う

までもないことである。

労働基準監督署の指導については，賃金台帳の整備に関する出退勤時刻の

把握等についてのものであり，裁量労働制や兼業従事許可に伴う勤務時間内

の従事などに関するものではない。

勤務時間内に兼業を行う際は，事前に申請し 勤務時間の振り替えを行う

ことは，兼業従事許可を受けた職員として当然行うべき義務である。

債権者は，兼業により勤務時間内に無許可で学外に出向いていることを，

実質的に「裁量労働制J であったなどと主張しているが，不当な主張である

ことは明らかである。

なお，疎甲第 120 号証の本学 教授の陳述書については，事実に反す

ることが多々述べられている。

例えば，勤務時間に関し，同教授から「研究者としては 1 日のほとんどに

ついて，何らかは研究のことを考えており，そういう意味では 1 日中が勤務

時間である。」とか r自分は常に研究のことを考えているので，自分の労

働時間は，朝起きてから夜寝るまでである。」などという主張がなされてい

たため，平成 2 2 年 4 月 2 8 日，債務者事務局職員 2 名が同教授の研究室を

訪問し，同教授に勤務時間を確認したところ，同教授は，本学の所定の勤務

時間で間違いない旨の回答を行っている。このことについては労働基準監督

署へも報告している。

なお，兼業許可条件は 兼業従事許可書(乙第 4 3 号証の 1 ないし 4) に

明示しているとおりである。

(2) r第 1 11 (3) J について

本学職員の勤務時間については 法人化前は「職員の勤務時間，休暇等に

関する条例」及び「長崎県職員の勤務時間等に関する規程」に，法人化後は

「長崎県公立大学法人職員就業規則」及び「長崎県公立大学法人職員の勤務

時間，休日及び休暇に関する規程」に規定されているとおりである。

なお，裁量労働制の導入に当たっては，労使協定を締結し所轄の労働基準

監督署への届出を行うなど所定の手続きを経る必要がある。
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そもそも大学に裁量労働制が導入可能となったのは，平成 1 6 年 1 月(平

成 1 5 年厚生労働省告示第 354号)以降である。法人化前の本学職員は地

方公務員であり，地方公務員法により労働基準法の裁量労働制の規定は適用

除外である。また，法人化後の大学職員は，労働基準法の当該規定は適用さ

れるが，本学では裁量労働制は導入していない。

このことは債権者も当然承知している事項である。

また，法人化にあたり，債務者は平成 1 7 年 4 月 1 日付で労働条件通知書

(乙第 48 号証)を債権者へ交付しているが，その内容からも裁量労働制で

ないことは明らかである。

債権者は，兼業従事許可の際の許可条件により，本学の勤務時間外に兼業

に従事すべきであったにもかかわらず，勤務時間内に兼業に従事し，兼業従

事許可違反，無断欠勤の状況にあった。

なお，債権者の労働基準監督署などに関する主張は事実に反する。

労働基準監督署が本学へ来学したのは，債権者が，労働基準監督署におい

て本件と同様の主張を執劫に繰り返したからで，その確認のためである。

債権者は，債務者が勤務時間の自己申告制を導入したことについて，あた

かもその導入前が裁量労働制であったかのような主張を行うが，そうでなか

ったことは上記のとおりである。債務者は，労働基準監督署の助言に基づき

従来の時間労働制の下に勤務時間の把握の方法について自己申告制を導入し

たに過ぎないものであり，その際に「時間管理性を導入した」と宣言したこ

とは全くない。

なお，本学が，管理職員を除く常勤の教員についてのみ裁量労働制を導入

したのは平成 2 2 年 4 月からであるが，労働基準監督署の助言に基づくもの

である。

12 (1) I第 1 12 (l) J について

債務者職員がバイオラボ中国研究所の起工式に出席したのは，債権者から

大学の役職者としての債務者職員らに要請があったこと及び県が実施する大

学等発ベンチャー創出事業に関係したことであったからである。債務者職員

らはバイオラボ社の業務には従事していないので，債権者のいう「兼業業務
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の「祭典J J とは，債権者だけにとってのことに過ぎない。

なお，債務者における業務の遂行は法人としての適正な判断基準に基づい

て行っているものであり，例えば，バイオラボ社の研究所の起工式に債権者

が社長として出席するのと，債務者職員らが大学の役職者として要請されて

出席するのでは，全く立場が異なることは言うまでもない。

また，債務者は，バイオラボ社の事業が本大学にとって重要であるか否か

ということを問題にしたことは無いし，また，そのようなことは懲戒処分と

は何の関わりもないことである。

債権者は 1疎甲 156 号証」の 9 月 5 日の週の行事予定が空欄であるこ

とを指して 19 月 5 日の週だけ大学行事が完全に停止している」と主張して

いるが，たまたまその週に何も行事がなかっただけに過ぎない。

また，債権者は 1大学のトッフ 3 名(理事長は法人の顔，学長は大学の

顔，副学長は学内行事の顔)が全て海外出張するということはその間の大学

行事を全て停止すること」と主張するが，学長が起工式に出席していないこ

とは，債権者が提出した証拠書類(疎甲第 50 ， 5 1 号証)からでも明らか

である。また，当時は副学長が 2 名おり，このうち 1 名は起工式には出席し

ておらず，たとえ何か突発的な事態が発生したとしても学長と副学長等で十

分に対応可能であり，大学運営に何ら支障はなかったものである。

(2) 1第 1 12 (2) J について

バイオラボ社のロゴについては，債権者がロゴを作成しそれが大学の学章

との関係で著作権上問題がないか当時の事務局長に確認があったため，問題

ないだろうと述べたものに過ぎず，大学が特段使用を許可した事実はないし，

債権者にファイルを提供した債務者職員はいない。

なお，当該ロゴは，平成 1 3 年 4 月からは大学の公式ホームページ上に画

像を掲載しており，本学関係者のみならず，誰でも自由に取得ができる状態

にあった。

(3) 1第 1 12 (3) J について

債権者の主張の要点は不明であるが，バイオラボ社の経営状況の報告等に
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ついては，債務者は債権者から，バイオラボ社の経営状況の概要については

何度か報告を受けていたが，その際，債権者がバイオラボ社の業務の中でど

のような具体的行動をしていたかについては報告を受けていない。

また，長崎県から債権者の具体的行動についての情報を提供された事実は

ない。

13 r第 1 13J について

裁判例は，無許可での兼業従事に対する懲戒解雇処分についてのものであ

り，事例が異なる案件である。

債務者の主張は論理のすり替えではなく 論理をすり替えているのは債権

者の方である。

債権者が r大学業務に支障がなければ勤務時間中に兼業をしても構わな

い」と主張するのであれば，それは明らかに暴論であり，到底容認できるも

のではない。

債務者が債権者の非違行為の可能性を認識したのは， 具体的には，平成

2 0 年 1 2 月 1 0 日の長崎県議会文教委員会において，委員から債権者が頻

繁に中国渡航を行っていたのではないかとの指摘をされたことによるが，非

違行為が明らかになったのは，債権者から提出された「出帰国記録調査書」

(乙第 36 ， 3 7 号証)などによる事実確認の過程においてである。

また，調査委員長が長崎県産業振興財団のインキュベーションマネージャ

ーと面談したのは，学内において大学の役職者等として面談したものであり，

債権者がバイオラボ社の起業後，学外で同社社長としての立場で面談してい

たのとは全く性質が異なるものである。

なお r乙第 9 号証」については，本準備書面「第 1 1 J で述べたとお

りである。

14 (1) r第 1 14 (1) J について

本項については本件処分とは無関係であるが，債権者の主張は事実と全く

異なる。

債権者が放射線実験施設長でなくなったのは，解任されたからではなく，
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任期満了に伴うものである。

債権者は，平成 2 0 年 9 月 3 日に学内で開催された平成 2 0 年度放射線安

全委員会において 「本学の放射線実験施設を立ち上げるところからお世話

をさせていただいて，まあちょっと長すぎるが，ここまで来ているんですが，

実は少し整理が足りない部分もあり，まあ年数が長くなっているので，次の

方に問題なく引き継いでやっていただくようなこともそろそろ出てくるかと

思い，不整理のところをきちんと，今年度残りのところで整理をしたところ

で，新しい方に，やっていただく方にやり易いようにお願いしたいというこ

とで，本日いくつか，私の方から委員長あてに提案させていただいている。」

と発言していた。

放射線実験施設長については，このような債権者の退任の意向も踏まえ，

平成 2 1 年 3 月中に栄養健康学科内で後任の人選が行われ，債権者も出席し

た 4 月 7 日の栄養健康学科会議において審議のうえ，新しく放射線実験施設

長となる放射線安全委員が承認されたものである。

債権者の言うように，決して「本件懲戒処分前に無断で外された」もので

はない。

また，債権者は「 氏の言うがままに，任命権者である学長は適正な管理

運営を心がけていた債権者を本人の知らないうちに解任させたことを追認し

た」と主張するが，そのような事実は全くない。

なお，放射線実験施設において文部科学大臣に届出なければならないのは，

「放射性同位元素等による放射線障害の防止に関する法律」の規定により放

射線取扱主任者を選任又は解任したときであり，放射線実験施設長の選任又

は解任については文部科学大臣への届出事項で、はない。

(2) I第 1 14 (2) J について

債権者の主張は事実に反する。

平成 2 1 年 3 月 1 9 日午後 1 時に，シーボルト校(債権者は「佐世保校」

と主張しているが，当日は「県立長崎シーボルト大学」の卒業式であり，債

務者法人専務理事は，卒業式出席のため朝から「シーボルト校」へ来校して

おり，卒業式終了後に債権者と面談したものである。このように，債権者の
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主張は明らかに事実と異なるものが多い。)応接室で，債務者法人専務理事

と債権者が話した内容は「平成 2 1 年度前期において，何らかの処分が想定

できる。処分の内容によっては，学生の授業に支障が生じる可能性があるの

で，前期の授業については外れておいたほうが良い。」というもので，その

際，債権者は了解し「外れる理由については，処分がありうるからというの

ではなく，私個人の事情ということで説明したい。」と発言している。

そして，債務者法人専務理事と債権者のそれぞれから，学部長，学科長に

対し「前期の授業を外れるので授業の代替の具体的対応をお願いする」こと

を了承したものである。

このような状況にありながら，債権者は平成 2 1 年度前期の授業開始当日

に「授業を突如外された」と主張して，そのときの様子を「直後にメモを作

成していた」と述べ 1疎甲第 159 号証」で提出した資料をわざわざ引用

しているが 1直後のメモ」であるにもかかわらず，官頭「今期の授業開始

当日」となっているし 1 ・・・説明を求めました。 J ， 1 ・・・印象に残

っています。 J 等，メモとしての文体ではなく，明らかに他者へ報告する形

式の文体になっている。これは，同文書が後日作成されたものであることを

示すものである。

そのうえで，債権者が当該メモにおいて「今期の授業開始当日」に，

学科長の様子について記述した「感情が激していたようでJ 1押しやりなが

ら J 1乱暴な物言いで，興奮していました。 J 1声を荒げて言っていた」な

どの表現は，債権者の印象に過ぎず事実とかけ離れたものである。また，

学科長に関する 12 年前学科長に指名されてからは管理職として私たち教

員の上司になったような錯覚を持ったようで，めったにないのですが時折そ

のもの言いが高圧的になることが見受けられます。」という記述は，事実と

相違する内容であって， 学科長は栄養健康学科内において信望が厚く，

任期 2 年の学科長を平成 1 9 年 4 月から 2 期連続して負託されていることを

指摘しておく。

債権者は「 学科長が，水面下での調整をしていた」というが，水面下

の調整ではなく，学生から相談を受けたため学科長として当然に対応したも

のに過ぎない。本件における 学科長のメールは，卒論指導担当教員の変
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更について，新学期の始まる前に，また学科会議における審議の前にあらか

じめ調整を行ったもので，このことは，当該メールが債権者を含む栄養健康

学科全教員あての同報メールであることからも明らかである(疎甲第 1 60 , 

161 号証)。

また，債権者の「かかるメール(疎甲第 162号証)を 学科長がわざ

わざ債権者に送って債権者の意向を確認したという事実は，債務者が主張す

るような事実がないということを示し，逆に債権者の上記メモの真実性を裏

付けるものである。」という主張の論旨は不明であるが，債権者が授業を外

れることとなった経緯は前述のとおりであるし， 学科長は，学科長の責

務として債権者の授業に関する学科内での分担について調整する必要があっ

たが，当時は債権者が長期に年次有給休暇を取得して(平成 2 1 年 5 月 2 6 

日(火)から平成 2 1 年 6 月 1 9 日(金)まで)学内には不在であったため，

メールにより調整を行ったものに過ぎない。なお， 学科長が債権者に当

該メールを送付した翌日の平成 2 1 年 6 月 1 0 日には，債権者から 学科

長あてに， 学科長の提案を是認したうえで 「実験の件では心配をお掛

けしております。 J I学科の皆さんにご迷惑をお掛けしており申し訳ない思

いです。」という， 学科長が債権者の授業に関し学科内で調整の労を取

っていることに対する感謝の意を述べるメールを返信していることからも，

債権者の主張が事実と異なることは明らかである(乙第49 号証)。

債権者が授業を外れることとなったのは，懲戒処分の可能性があったため，

学生の授業への影響を心配したことによるものであり，前述のとおり債権者

が了承済みのことであった。

(3) I第 1 14 (3) J について

債務者が本件懲戒処分を行ったのは，債権者の兼業従事許可違反，無断欠

勤などの非違行為が明らかになったためである。

15 r第 1 15J について

「長崎県公立大学法人職員の懲戒等に関する規程J (疎甲第 1 号証)は，

懲戒処分を行う際の手続きについて新たに定めたものであり，非違行為の
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第 2

時期にかかわらず，制定日以後の懲戒手続に適用されるものであることは

議論の余地がない。

また，懲戒規程に関する債権者への説明については，平成 2 1 年 4 月 2

7 日文は 2 8 日頃に説明を行っているほか，その後の債権者の問い合わせ

に対して，債務者職員から的確に説明している(疎甲第 118 号証，乙第

3 9 号証)。

債権者第 l 準備書面「第 2J については，一般論の部分は認否しない。

以下，必要な範囲で反論する。

1 (1) í第 2 1 (1) J について

地方公務員法の身分保障原則は地方公務員としての地位を有していること

にその根拠があるのであるから，公務員としての地位にない法人化後は，法

人の就業規則に則った処理をすべきことは明らかである。また，債務者懲戒

規程を本件に適用することは違法ではない。債権者は，同規程を本件に適用

することが手続的正義に反すると主張するが，具体的に債権者に生じる不利

益を明らかにされたい。

2 (1) í第 2 2 (2) (3) (4) J について

債務者が裁量労働制を採用しなければならない法的義務はない。債権者は，

債務者が裁量労働制をとっていないところに問題の発端があると主張する

が，債権者が主張する裁量労働制の趣旨は，教育研究という大学教授として

の本来の業務の特性を考慮したものであって，本件のように本来業務とは別

個の兼業が問題となっている場合とは議論状況が異なる。自ら行った兼業従

事許可申請に対する兼業従事許可を受けていた債権者は，兼業従事許可の範

囲内でのみ兼業に従事できたことは明らかであるから 債務者において裁量

労働制・時間労働制のいずれを採用しているかは本件処分の有効性の結論を

左右するものではないことはそのとおりである。

そもそも，仮に，債務者による労働時間管理に不十分な点があったとして
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も，そのことによって，債権者の兼業許従事可違反行為が正当化されること

はあり得ないのである。

(2) í第 2 2 (5) J について

無断欠勤の解釈については争うが，債権者の解釈を前提にしても，債権者

には相当数の無断欠勤があったことは明らかで 懲戒事由が存することは明

らかである。

この点，債務者から債権者破産管財人に対する無断欠勤分の賃金に関する

不当利得返還債権の債権査定申立事件について，債権者の無断欠勤を認め，

債務者の査定申立額全額の査定をした決定が確定している(乙第 34 号証)。

なお，債務者の就業規則において，職務に専念する義務を規定することが

何ら違法でないことは言うまでもない。

(3) í第 2 2 (6) J について

債務者の債権者に対する職務命令は，債務者の労働時間管理からは直接把

握できない債権者の兼業従事状況を確認することが目的であり，兼業従事許

可者である債務者からの適法な職務命令であることは明らかである。また，

債務者からの職務命令に対する債権者の回答は，兼業従事許可を受けて兼業

に従事する者としての報告を拒否する不合理なものであった。

3 (1) í第 2 3 (2) ア」について

前述のとおり，自ら行った兼業従事許可申請に対する兼業従事許可を受け

ていた債権者は，兼業従事許可の範囲内でのみ兼業に従事できたことは明ら

かであり，仮に，債務者による労働時間管理に不十分な点があったとしても，

そのことによって，債権者の兼業従事許可違反行為が正当化されることはな

い。また，教育研究という大学教授としての本来の業務とは別個の兼業が問

題となっている本件で，債権者以外の教員に関する事情を同列に論ずること

も適当ではない。

(2) í第 2 3 (3) J について
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債権者は，自ら兼業従事許可申請を行い，それに対する兼業従事許可を受

けていながら，兼業従事許可違反行為を反復・日常化させ，さらに，兼業従

事許可者である債務者からの兼業従事状況報告の職務命令を合理的な理由も

なく拒否したのであり，このような債権者の懲戒事由は重大なものであるか

ら，本件処分は相当である。

(3) ア「第 2 3 (4) ア」について

債務者懲戒規程を本件に適用することは違法ではない。同規程は，債務

者における懲戒手続規程として作成されたもので，債権者の処分のために

作成されたものではない

イ 「第 2 3 (4) イ」について

平成 2 1 年 8 月 3 1 日に出席依頼書を手交した段階では，既に上記の職

務命令等を通じて，債権者に対し，兼業従事状況の確認を行う必要がある

旨を再三に亘って伝えていたのであり，実質的には，債権者には十分な準

備期間があったものである。懲戒規程が有効であることも前述のとおりで

ある。

また，調査委員会及び教育研究評議会に弁護士を同席させる規定はなく，

実質的にも，事実確認のための会議に弁護士の同席がないことによる不利

益はない。

地方公務員法の身分保障原則は地方公務員としての地位を有しているこ

とにその根拠があるのであるから，公務員としての地位にない法人化後は，

法人の就業規則に則った処理をすべきことも前述のとおりである。

4 I第 2 4J について

「第 2 4J は争う。

第 3

1 I第 3 lJ について
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債権者は， r債務者から振り替えについて記載のある兼業従事許可書の交

付を受けたことはなく また振り替えについての職務命令を受けたこともな

い。 J と主張するが，兼業従事許可書の交付を行い，当該許可書に兼業許可

要件を明示していたことは 前述のとおりである。

2 r第 3 2J について

懲戒処分を行う根拠として，就業規則(これに基づく規程を含む。)が存

在することは明らかである。

第 4 r第 4J について

第 5

懲戒処分の対象となる非違行為の存在については，これまでに述べたとお

りである。

1 r第 5 lJ について

本学が法人化される前の，債権者の身分が長崎県職員であった時代には，

そもそも勤務時間内における営利企業等への従事は認められていない。

債権者は，営利企業等従事許可申請書(疎甲第43 号証)に「大学勤務時

間外において本申請事業に従事」と記して申請を行っており，県としてもか

かる申請に基づいて許可を与えている(疎甲第43 号証)。

従って，当該許可書には「ただし，従事後半年ごとに，別紙様式により，

兼業の状況を報告すること」とあるが，当該報告については，債権者自身，

勤務時間外及び土日にしかバイオラボ業務に勤務していないこととして報告

しているものである(疎甲第 1 1 2 号証「調査報告書 別紙資料」中の「研

究成果活用兼業状況報告書J )。

なお，法人化以降においては，兼業規程に基づ、いて兼業従事許可を行い，

勤務時間内の兼業については勤務時間の振り替えの必要があることを明示し

ており，債権者にその義務があったことは明らかである。
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2 r第 5 2J について

土・日，祝日は本学の勤務を要しない日であり，欠勤日として算定してい

ないのは当然である。

なお，兼業従事許可期間において，債権者から勤務時間内の兼業従事時間

の振り替え申請は全く提出されていない。

3 r第 5 3J について

債権者は「債権者が債務者大学における教育・研究活動において支障

を与えたことはないということは，債務者大学事務局長百岳が，長崎県学事

課長として勤務していた時代に県議会において明言しているところである。」

というが，これは，学事文書課長が県議会文教委員会において発言した時期

や，発言したときの状況などを全く明らかにしないまま，債権者に都合がよ

いと思われる部分のみを述べたものに過ぎない。

県学事文書課長は，当初，平成 2 0 年 9 月 2 6 日の平成 2 0 年長崎県議会

9 月定例会の文教委員会において黒田委員の質問に対し「私どもの方から大

学の方に，久木野先生は大学の業務に対してどんなだ、ったかということを問

い合わせたところ，ちゃんと与えられた自分の授業のコマ数も全てやってい

るし，教授会，そして学内における各種委員会の開催のときにもちゃんと出

席をしていて，そして，研究論文についてもそれぞれの時期に発表されてい

るということで，学内の業務そのものについてはちゃんと実施しているとい

う報告を受けております。」と答弁している(疎甲第 64 号証 2 枚目)。

この時点では，債務者大学は，まだ債権者の非違行為の具体的事実を詳細

には把握していなかった。このため，債務者大学は，県に対して，当該文教

委員会で学事文書課長が発言した趣旨と同様の報告を行っていたものである。

しかしながら，平成 2 0 年 1 2 月 1 0 日の平成 2 0 年長崎県議会 1 1 月定

例会の文教委員会においては，委員から，債権者がバイオラボ業務により頻

繁に中国渡航していたことなどを指摘され，長崎県総務部長は「・・・・勤

務実態というのは，できるだけ早く調査をしてご報告させていただきたいと

思います。」と答弁したし(乙第 5 0 号証 7 頁) ，さらに，平成 2 1 年 3 月

5 日の平成 2 1 年長崎県議会 2 月定例会の文教厚生委員会においては，学事
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文書課長は，債権者の休講の状況について報告するとともに r公立大学法

人では，これまでに明らかになった状況でも 勤務を要する日の渡航につい

て年休を取得するなどの手続きがほとんどされておりませんので，服務上問

題があるというふうに認識をしております。」と報告し，平成 2 0 年 9 月の

文教委員会の答弁が結果的に誤りであったことについて，委員から指摘され

たところである(疎甲第 6 6 号証 8 枚目)。

債権者は r仮に，債権者に債務者の言う欠勤時間 欠勤日があったとし

ても，債務者大学に実質的損害は何一つ生じていないのである。 J と主張す

るが，無断欠勤が許容されないことは言うまでもない。

今回の処分は，債権者の非違行為の事実に基づき適正に行ったものである。

4 r第 5 4J について

前述のとおり，今回の処分は，債権者の非違行為の事実に基づき適正に行

ったものであるし，債権者に限らず，非違行為の存在が明らかになれば，本

法人の規程に基づいて懲戒処分を行うのであるから，平等原則には反しない。

5 r第 5 5J について

以上により，本件懲戒処分は有効である。

以上
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